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(百万円未満切捨て)
１．平成27年９月期の業績（平成26年10月１日～平成27年９月30日）

（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年９月期 1,722 46.5 264 54.8 282 65.3 156 35.9

26年９月期 1,175 81.8 171 637.8 171 383.3 115 360.8
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年９月期 50.35 ― 30.8 33.8 15.4

26年９月期 38.38 ― 119.9 55.7 14.6

(参考) 持分法投資損益 27年９月期 ―百万円 26年９月期 ―百万円
（注）当社は、平成26年12月23日付で普通株式１株につき30,000株の株式分割を行っております。このため、前事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　27年９月期 1,225 862 70.3 265.24

　26年９月期 447 153 34.3 51.19

(参考) 自己資本 　27年９月期 862百万円 　26年９月期 153百万円
（注）当社は、平成26年12月23日付で普通株式１株につき30,000株の株式分割を行っております。このため、前事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

　27年９月期 256 △130 544 929

　26年９月期 231 △24 ― 259
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年９月期 ― ― ― 0 0 ― ― ―

27年９月期 ― 0 ― 0 0 ― ― ―

28年９月期(予想) ― 0 ― 0 0 ―
　

３．平成28年９月期の業績予想（平成27年10月１日～平成28年９月30日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 965 17.3 35 △82.6 52 △74.2 30 △75.2 9.48

通 期 2,254 30.9 266 0.6 283 0.2 165 5.6 50.85
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 　27年９月期 3,250,000 株 　26年９月期 3,000,000 株

② 期末自己株式数 　27年９月期 ― 株 　26年９月期 ― 株

③ 期中平均株式数 　27年９月期 3,107,534 株 　26年９月期 3,000,000 株

　

平成26年12月23日付で普通株式１株につき30,000株の割合で株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

※ 監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に

あたっての注意事項等については、添付資料「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」

をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当事業年度における我が国経済は、日銀の積極的な金融緩和政策による株価上昇や円安基調の継続に加え、原

油安の好環境により、企業収益や雇用・所得環境は回復基調にて推移しました。しかしながら、中国経済におけ

る景気減速の進展など、新興諸国経済の伸び悩みや、欧州経済の一部不安定要因等もあり、国内経済は、先行き

やや不透明な状況にて推移いたしました。

当社は「人とアイデアで世界をつなぎ、幸せな社会を。」という経営理念の下、顧客満足度と企業価値の最大化

を図るとともに、ネットとリアルの融合により経済成長に貢献する企業を目指しております。当事業年度におき

ましては、日本における少子化問題がクローズアップされ、その対策のひとつとして街コンイベントが数多くメ

ディアに取り上げられました。国勢調査によれば、20歳～39歳までの未婚者数は約1,700万人とされております。

現在日本の抱える少子化問題の対策として、未婚化、晩婚化を防ぐため、官民ともに婚活を後押しする機運が高

まっており、そのきっかけとしての街コンイベントに大きな期待が注がれております。また平成27年４月に発表

された日本経済団体連合会（経団連）のレポート（「人口減少への対応は待ったなし」）からも、街コンイベント

は男女の出会う場としての役割に加え、地方経済の活性化という観点からも一層推進すべき取り組みであると記

載されており、街コンイベントに対する期待の大きさが伺われます。当事業年度では、当社及び当社サービスの

認知拡大、街コンジャパンへのイベント掲載数の拡大、イベント種類の拡大を目指し販促活動を実施いたしまし

た。認知拡大においては、東京、大阪の地下鉄車両広告等のプロモーションを実施いたしました。イベントの種

類の拡大においては様々な企業とのコラボイベントを実施し、当社ならではの街コンイベントを創出してまいり

ました。街コンジャパンへのイベント掲載数の拡大においては、当社以外の主催者が開催するイベントにおいて

バスや船等の乗り物を会場とするイベント等、新しいテーマの企画案件が増加し、イベント掲載数拡大につなが

りました。

以上の結果、当事業年度における業績は、売上高は1,722,031千円（前年同期比46.5％増）となり、また、損益

面では、売上原価、販売費及び一般管理費の合計が1,457,187千円（前年同期比45.1％増）となった結果、営業利

益は264,844千円（前年同期比54.8％増）、経常利益は282,898千円（前年同期比65.3％増）、当期純利益は156,460

千円（前年同期比35.9％増）となりました。

なお、当社はインターネットサイト運営事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしており

ません。サービスごとの取組みは以下のとおりであります。

　 （イベントECサイト運営サービス）

当事業年度では、当社の運営する「街コンジャパン」サイトへの訪問者数が順調に推移しました。当社が主催

するイベントにおきましては、前事業年度から取り組んでいる同じ趣味を持った人たちが集まるイベントが定着

いたしました。主たるものとしてアニメ好きが集まるイベント、ゲーム好きが集まるイベントが人気を集め、開

催地は東京のみならず名古屋、大阪、福岡など日本全国に拡大いたしました。また、新しい取り組みといたしま

して、今年人気となったクラフトビールをテーマにした街コンイベントや、Jリーグのサッカーチームと共同開催

した街コンイベント、伊豆大島を舞台にした街コンイベント等、「食」「スポーツ」「旅行」といったユーザーの趣

味や嗜好に合わせた街コンイベントを多数開催いたしました。当社以外のイベント主催者が開催するイベントで

は、アウトドアをテーマにした街コンイベントが好評でありました。屋外でのバーベキューコン、ビアガーデン

を会場とした街コンイベント、歴史ある町並みやハイキングコースを歩きながら交流を図るウォーキングコンと

いった新しいテーマの街コンが増加し、イベント掲載数は堅調に推移いたしました。また、街バルイベントにお

きましては銀座や日本橋で開催されるイベントが定着するなど、ユーザーへの認知度が向上してきております。

これらの結果、当事業年度におけるイベントECサイト運営サービスの売上高は1,701,059千円（前年同期比45.6

％増）となりました。なお、売上の内訳は、当社が主催する街コンイベントによる売上高が1,108,325千円、他社

が主催する街コンイベントによる売上高が542,233千円、当社が主催する街バルイベントによる売上高が49,186千

円、他社が主催する街バルイベントによる売上高が1,313千円となりました。

　 （WEBサイト運営サービス）

「恋学」サイトでは、大手ポータルサイトからのユーザー流入数拡大を狙い、検索キーワード上位に関連する

コンテンツ数を増加いたしました。また契約ライター数を増加させ、恋学サイト内に設置したアンケートシステ
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ムや自己診断システムを通じてユーザーの生の声を収集し、記事化することにより多くの独自コンテンツを提供

いたしました。その結果、月間PV数は大きく増加し、サイトのPVは当事業年度に1,000万PVを突破、その後も堅調

に推移しております。またそれに伴い広告枠数を増加したことにより広告販売についても順調に推移しました。

「婚活ジャパン」サイトの資料請求数は、少子化問題がクローズアップされたことも影響し当事業年度通じて安定

しております。

これらの結果、当事業年度におけるWEBサイト運営サービスの売上高は20,972千円となりました。

② 次期の見通し

日本における少子化は引き続き大きな社会問題となることが予想されており、その対策のひとつとして街コン

イベントへの期待が高まることが予想されております。

当社はこのような事業環境のなか、イベントECサイトである「街コンジャパン」においては、イベント開催地

域の拡大、イベントテーマの多様化、企業コラボイベント数の増加等、コンテンツの強化を図りサイト利用者の

拡大を目指します。また、同サイトの利便性を高めることにより、コンバージョン率の向上につながる施策も実

践してまいります。また「街バルジャパン」サイトにおいては企業とのコラボレーションイベントを軸とし、食

べ歩き飲み歩きイベントの掲載数が増加する施策を実践してまいります。

現在、国策の中でも婚活が取り上げられ、官民一体となった取り組みにより今後市場は拡大すると予想されて

おります。当社が企業認知度の向上、商品・サービス力の強化を行うことで、当社の成長のみならず、婚活市場

の拡大につながると考えております。そのため販売費及び一般管理費に関しましては、中長期の成長に向けた投

資を行う１年と位置づけ、事業規模拡大に伴う人件費、サービス認知拡大のための広告宣伝費、サービスを安定

提供するためのシステム関連費等の増加を見込んでおります。

これら施策の実行により、平成28年９月期の業績につきましては、売上高2,254,492千円、営業利益266,383千

円、経常利益283,588千円、当期純利益165,249千円を見込んでおります。

上記予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおり

ます。実際の業績等は、業況の変化等により、上記数値と異なる可能性があります。

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当事業年度末における総資産は1,225,392千円となり、前事業年度末に比べ778,004千円増加いたしました。これ

は主に、新規上場に伴う公募増資の実施及び業容拡大に伴う現金及び預金の増加が670,257千円、本社移転に伴う有

形固定資産の取得による増加が74,136千円、敷金支払い等による投資その他の資産の増加が57,776千円あったこと

によるものであります。

（負債）

当事業年度末における負債は363,351千円となり、前事業年度末に比べ69,544千円増加いたしました。これは主

に、未払金の減少が29,515千円、預り金の減少が10,072千円、未払消費税の減少が7,001千円あったものの、未払費

用の増加が33,087千円、前受金の増加が22,591千円、未払法人税等の増加が28,745千円、賞与引当金の増加が3,548

千円、繰延税金負債の増加が5,516千円、資産除去債務の増加が22,193千円あったことによるものであります。

（純資産）

当事業年度末における純資産は862,040千円となり、前事業年度末に比べ708,460千円増加いたしました。これは、

新規上場に伴う公募増資の実施による資本金の増加が276,000千円、資本準備金の増加が276,000千円、当期純利益

の計上による利益剰余金の増加によるが156,460千円あったことによるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末から670,257千円増加し、

929,745千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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当事業年度において、営業活動から得られた資金は256,288千円となりました。これは主に、未収入金の減少額が

29,166千円、未払金の減少額が26,650千円、預り金の減少額が10,072千円、法人税等の支払額が82,782千円となっ

たものの、税引前四半期純利益が269,084千円、前受金の増加が22,591千円、未払費用の増加額が33,087千円となっ

たことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、投資活動により使用した資金は130,083千円となりました。これは主に、有形固定資産の取

得による支出が58,838千円、敷金の差入による支出が67,829千円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、財務活動により獲得した資金は544,052千円となりました。これは、株式の発行による収入

によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成26年９月期 平成27年９月期

自己資本比率（％） 34.3％ 70.3％

時価ベースの自己資本比率（％） ― 307.7％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） ― ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ― ―

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注) １．平成26年９月期の時価ベースの自己資本比率につきましては、当社株式が非上場であるため、記載しており

ません。

２．該当する算出数値がない場合には「―」を記載しております。

　

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、設立以来配当を実施した実績はありませんが、株主に対する利益還元を重要課題の一つとして位置づけ

ております。当社は現在、事業拡大過程にあり、持続的な成長をしていくために必要な財務体質の強化及び事業拡

大のための投資等が株主に対する利益還元につながるものと考えております。

今後においても、中長期的な成長に向け、事業投資、それを支える事業基盤への投資を行いつつ、財務基盤の拡

充のため、内部留保に充実を図る方針です。

将来は、株主への利益還元と内部留保充実のバランスを考慮しながら、事業展開、業績や財政状態等を総合的に

勘案した上、配当を実施してまいりたいと考えておりますが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期

については未定であります。

なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の期末配当を基本方針としており、期末配当の決定機関は株主総会とし

ております。また、中間配当においては、取締役会の決議により行うことができる旨を定款に定めております。

（４）事業等のリスク

以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載して

おります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生時の対応に努力する方

針でありますが、当社の経営状況及び将来の事業についての判断は、以下の記載事項を慎重に検討した上で行われ

る必要があると考えております。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであり、将来において発生の可

能性があるすべてのリスクを網羅したものではありません。
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(1) 事業環境に係るリスクについて

　① イベント事業の市場環境について

街コン等のイベント市場の動向は、当社の事業経営に重要な影響を与えます。日本における街コン等のイ

ベントの開催数は、平成24年以降、情報ポータルサイトや、街コン等のイベント事業を主催する企業の新規

参入により、増加傾向にあります。

また、日本における人口減少危機の解決と実効性の高い少子化対策を企画・推進するため、平成25年11月

に国会議員の間で「婚活・街コン推進議員連盟」が設立されるなど、街コンイベントは、わが国の少子化対

策にも貢献し得る有力な支援ツールとして社会的な関心が寄せられております。

しかしながら、街コンイベントの主な参加者である20代・30代の独身男女の恋愛観・結婚観の変調、興味

や関心の遷移などに対し、当社が主催するイベントはもとより他社が主催するイベントにおいて、十分魅力

ある企画が打ち出せなかった場合や、街コンイベントよりも優れた交流イベントが開発された場合、街コン

イベント参加者が減少すること等により、市場の成長が停滞若しくは縮小に転じる可能性があります。その

場合、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　② 競争環境に係るリスクについて

当社は、平成23年６月に街コン初のイベントECサイト「街コンジャパン」をいち早く開設し、街コンイベ

ント業界のパイオニア、リーディング企業として高い知名度を獲得しております。当社は、その地位に甘ん

じることなく、絶えず業界の先駆者として事業を展開し、街コンイベント参加者の多様化するニーズに対応

した街コンイベントの開催に努めております。

しかしながら、街コンに対する社会的な認知が高まってくるに伴って、街コンイベントECサイトの運営や

街コンイベントの運営を手掛ける企業の新規参入も相次ぎ、同業他社間の競争も増しています。したがって、

将来的には顧客の獲得競争や価格競争の激化が生じ、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

また、既存の競合先や新規参入先が、当社と同等もしくはそれ以上のサービス提供を可能にするビジネス

モデルやシステムの開発に成功し、新たなノウハウの蓄積等を行って更に競争が激化すれば、顧客流出やそ

れに対処するための様々なコストの増加等が発生し、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

　③ 検索エンジン最適化（SEO対策）への対応について

当社の運営するインターネットサイトの利用者の訪問経路は、その大半が大手検索エンジンを経由したも

のとなっています。大手検索エンジンからの集客を強化すべく検索エンジン最適化（SEO対策）を継続的に実

施することで、当社の運営サイトは、大手検索エンジン上での検索結果を上位に表示することができており

ます。

しかしながら、大手検索エンジンが検索結果を表示するロジックの変更等に起因して、それまで有効であ

ったSEO対策が機能しなくなった場合、当社の運営するインターネットサイトの集客力が低下し、街コンイベ

ントチケット等の販売機会が減少するなど、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

(2) 事業内容に関するリスクについて

　① 特定サイトへの高い依存度に係るリスクについて

当社は、「街コンジャパン」を基軸としたインターネットサイト運営事業を主たる事業として推進しており

ます。当社では、サイト利用者や顧客のニーズを捉えたサイト構成、システム構築に努め、インターネット

サイトの改修、改善を行っておりますが、当社が行った改善等が、万が一、サイト利用者や顧客に受け入れ

られない場合、サイトの集客力が低下し会員数の減少等が生じ、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

　② 新規事業に係るリスクについて

当社は、「街コンジャパン」を中心とするイベントECサイトの会員データベースを活用した新規事業や新規

サービスを拡充し、企業としての成長性を高めるとともに経営基盤の安定化を図る方針です。
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しかしながら、当社が新規事業または新規サービスをリリースし育成を図る過程においては、新たなシス

テム開発や他社との業務提携等を行う必要が生じることも予想され、その場合、予期しない追加的なシステ

ム投資や人件費の投入が必要となる場合や、期待通りに業務提携による相乗効果が得られないといった事態

が生じる可能性があります。また、新規事業の実現性や市場性を誤り、想定通りに利用者や顧客を獲得でき

なかった場合、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　③ 通信ネットワーク及びシステムに係るリスクについて

当社の提供するサービスは、PC、携帯電話、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークの上に成り立

っております。また、事業を円滑に運営推進するためには、各種イベントECサイト、情報提供サイト、業務

管理システムといった当社コンピュータシステムの安定した稼働が不可欠であります。

当社は、システムが稼動している複数のサーバが不測の事態によって停止し、または、それらのサーバ上

に蓄積されたデータが失われることにより当社の事業の遂行に支障を来たさないよう、データをクラウド上

に保管するなど、一定のセキュリティレベルを実現し、データの日次バックアップ、バックアップデータの

分散格納を実施する等、考えられる範囲において起こり得るトラブルを想定し、その回避策を講じておりま

す。

しかしながら、自然災害や事故、ユーザー数及びトラフィックの急増やソフトウエアの不具合、ネットワ

ーク経由の不正アクセスやコンピュータウィルスの感染等の外的要因、当社コンピュータシステム上に生じ

た不具合、人為的なミス等の内部要因によって、通信ネットワークの寸断、クラウドサービスの停止、コン

ピュータシステムの動作停止等の不測の事態が発生した場合には、サービス提供が停止するなどの支障が生

じ、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　④ インターネット業界の技術革新や顧客ニーズの変化に係るリスクについて

当社が属するインターネット関連市場の環境変化は極めて速く、絶えず技術革新や技術水準の向上等が進

行しているのが特徴となっています。当社では、これらの技術革新等に対応すべくインターネットサイトの

機能拡充、情報発信力の強化に努め、ユーザーに対し訴求力のあるサイトの構築・運営に努めております。

しかしながら、当社が技術革新等の方向性を誤った場合や、一定のスキルを有するWEB技術者の確保が想定

通り進まなかった場合、インターネット関連の技術革新に対して適時適切な対応がとれず、顧客等の求める

新機能やサービスを時機良く投入することが困難となり、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。また、当該事態への対応として、予期しない追加的なシステム投資や人件費の増加によっ

て、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　⑤ 個人情報を含む重要情報の漏洩に係るリスクについて

当社は、サービス利用者の登録情報等、個人情報を取得し、利用していることから、「個人情報保護法」が

定める個人情報取扱事業者であります。

当社は、個人情報の外部漏洩、改竄等の防止のため、個人情報の厳正な管理を事業運営上の重要課題と位

置付けております。個人情報管理規程、機密情報規程など、重要な情報資産の保護に関する規程等を整備運

用するとともに、個人情報・機密事項を格納するファイルサーバーへの適切なアクセス権限の付与や、パソ

コンと外部記憶媒体の接続を物理的に不可とするなど、重要な情報資産の管理について組織的かつ技術的、

物理的な安全管理措置を講じております。さらに、すべての役員・従業員を対象に情報セキュリティ教育を

実施するとともに「機密保持及び個人情報管理に関する誓約書」を徴求するなど、個人情報を含む重要な情

報資産の保護並びに外部漏洩の未然防止に努めております。

しかしながら、万が一、外部からの不正アクセス等を防止できず、個人情報等を含む重要な情報が社外に

漏洩した場合、風評被害や社会的信用の失墜により、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。また、情報漏洩に起因して第三者に何らかの損害が発生した場合には、当社が損害賠償請求の

対象となる可能性もあります。

　⑥ サービス利用料金の決済について

当社が運営するイベントECサイト「街コンジャパン」において決済されるイベント参加料の大半は、クレ

ジットカードを利用したものとなっております。参加料の収受は、決済代行会社を介して行っております。
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したがって、決済代行会社との取引関係において取引解消を含む何らかの変化があった場合、もしくは相

手先の経営状態の悪化やシステム不良等のトラブルを含む何らかの事情によりイベント参加料の決済に支障

をきたした場合、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(3) サービスの健全性、安全性及び信頼性の確保維持について

当社は、街コンをはじめとする各種イベントの開催にあたって、その健全性、安全性の確保維持に十分配

慮した上で実施しております。特に、異性との交流の場を提供することが主要な開催目的となっている街コ

ンイベントについては、未成年者等を排除し健全性を確保維持することが必要であると認識しております。

「街コンジャパン」のサイト上に掲示する「利用規約」において、サービスの利用資格や身分証明書の提

示について明記し、さらに、参加申込に対する決済完了メールに年齢確認のできる身分証明書の提示が必要

な旨を注記した上で、イベント会場において本人確認を実施しております。

当社では、大規模な自然災害等の不測の事態が生じた場合に備え、関連諸規程や緊急連絡網の整備を行い、

現場が講ずべき初動対応についても日頃より繰り返し注意喚起を行うことで、有事の際に全社的な対応がで

きる体制を整備し、安全性の確保に取り組んでおります。

「街コンジャパン」のサイトに掲載されるイベントについては、抜き打ち視察等を行うことで「街コンジ

ャパン」ブランドに対する参加者の信頼性を維持し、開催イベントの健全性、安全性はもとより、イベント

の品質についても確認・検証を行っております。

　① 当社主催イベント開催に係る内容

ａ イベント開催当日の受付時に当社スタッフが参加者に対して身分証明書にて本人確認を行っております。

　 ｂ 当社主催の街コンイベントに関しては、全てイベント賠償責任保険（注）に加入しております。

　 ｃ それぞれのイベントは、当社の社員が視察を行っております。

　② 当社主催以外のイベント開催に係る内容

ａ イベント開催当日の受付時にスタッフが参加者に対して身分証明書にて本人確認を行うよう指導してお

ります。

ｂ イベント主催者と定期的に打ち合わせを行う等により、サービスの健全性、安全性及び信頼性を確保維

持しております。

ｃ 無作為に選定したイベントの視察を、開催実績のあるコンサルティング先に対して適宜実施しておりま

す。

しかしながら、当社が管理・運営するイベントECサイト上に掲載された各種イベントにおいて、開催中

に発生した自然災害や事故、事件等によって参加者に被害が及ぶような場合、当社のサービスの信頼性や

ブランドが毀損され、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、社会的に

影響を及ぼすような大規模災害等が発生した場合、社会経済全体に自粛気運が醸成されることにより、街

コンをはじめとする各種イベント市場の成長が停滞若しくは縮小に転じ、当社の事業、業績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

（注）イベント賠償責任保険は、イベント参加者に対して身体障害や財物損壊を与えたことによる損害を

賠償する保険です。

(4) 事業に係る法的規制について

　① いわゆる「景品表示法」並びに「特定商取引法」の規制について

当社の各種イベントECサイト上では、当社及び他のイベント主催者による広告、案内文、その他の表示が

なされ、一般消費者であるイベント参加者がこれを閲覧して、サイト上でイベント参加チケットを購入して

おります。WEB上でのチケット販売は、「特定商取引に関する法律（「特定商取引法」）」に定める「通信販売」

に該当することから、当社は通信販売を行う事業者にかかる法的規制を遵守する必要があります。また、当

社は自社運営サイトを活用した広告枠の販売を行っております。したがって、サイト上に掲載する広告等の

取扱いについて「不当景品類及び不当表示防止法（「景品表示法」）」の規制を受けております。

当社ではイベント開催に関する掲載情報（案内文等）については、独自の「掲載基準」に則って事前の校

閲・校正を行っております。自社運営サイトの掲載広告については、「広告掲載基準」を制定し、規定に沿っ
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た取り扱いを行うことにより、これら法令の遵守及び違反の未然防止に努めております。

しかしながら、当社が運営するインターネットサイトに掲載する広告、案内文、広告・宣伝メールその他

の表示に関して、表示方法や内容等に不備があった場合、当社が何らかの法的責任を問われる可能性があり、

当社のサービスの信頼性やブランドが毀損され、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　② その他法的規制に係るリスクについて

当社は、WEB上で会員登録から決済までできるイベントECサイト等の運営を軸に事業を展開しております。

したがって、インターネットに関連する法的規制の遵守は、当社の経営上の重要課題の１つであると認識し

ております。

当社の事業にかかる主なインターネット関連の法的規制には、「不正アクセス行為の禁止等に関する法律

（以下、「不正アクセス禁止法」という。）」、並びに「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（以下、

「迷惑メール防止法」という。）」、「電子消費者契約法」があり、当社はこれらの法的規制を遵守して事業に取

り組んでおります。

しかしながら、今後、不測の事態等により、万が一、これらの法的規制に抵触しているとして当社が何ら

かの法的責任を問われた場合、当社のサービスの信頼性やブランドが毀損され、当社の事業、業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。また、今後、これらの法的規制の改正、解釈の変更、新たな規制法

令の制定等が行われた際に、当社がこれに迅速に対応できない、または対応にかかるコストがかさむ等の事

態に陥った場合、当社のサービスの信頼性やブランドが毀損され、当社の事業、業績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

　 「不正アクセス禁止法」について

当社は同法に定義される「アクセス管理者」として位置付けられ、不正アクセス行為を防御するための適

切な対策を講じる努力義務が課せられております。

　 「迷惑メール防止法」について

無差別かつ大量に短時間のうちに送信される広告等のメール（特定電子メール）を規制し、インターネッ

ト等を良好な環境に保つために、原則として予め同意した者に対してのみ送信を認め（オプトイン方式）、当

該同意を証する記録の保存、特定電子メール上における各種表示義務等を規定しており、当社はこれらの規

定を遵守するよう努めております。

　 「電子消費者契約法」について

当社のイベントECサイト上での電子的取引は同法の定める「電子消費者契約」に該当し、また、当社のイ

ベントECサイト上においては、同法に定める「電子承諾通知」が行われております。当社は申込ボタンを押

した後には申込者が入力した申込内容を確認させるための画面を設けるなど、当該法令の遵守に努めており

ます。

　③ 知的財産権に係る方針について

当社は、「ＬＩＮＫＢＡＬ＼リンクバル」「ＭＡＣＨＩＣＯＮＪＡＰＡＮ＼街コンジャパン」等の社名及び

サービス名について商標登録を行っております。今後も原則として各種サービスや事業に係る各種の商標権

等を取得する方針であります。

法令遵守及び企業の社会的責任の観点から、第三者に帰属する知的財産権にかかる侵害の防止及び当社に

帰属する知的財産権の第三者による侵害の未然防止は経営上の重要な課題であると認識しております。

当社は「知的財産権管理規程」及び「知的財産権侵害対応規程」を整備し、顧問弁護士や弁理士事務所と

の連携を図りつつ、当社が運営するサービスや今後リリースするサービス等の知的財産権の保全に取り組む

とともに、他社の知的財産権を侵害することのないよう努めております。

しかしながら、当社の知的財産権が第三者に侵害された場合には、解決までに多くの時間及び費用がかか

るなど、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、当社の事業領域における

知的財産権の現状を全て把握することは困難であり、意図せず他社に帰属する知的財産権を侵害してしまう

可能性は否定できず、この場合、損害賠償等の法的責任を問われたり、当社のサービスの信頼性やブランド

が毀損されるなど、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 他のリスクについて

　① 社歴が浅いことについて

当社は、平成23年12月に設立された社歴の浅い会社です。このため、財務状態や経営成績を比較するため

の情報が限られております。

今後、当社は、IR活動を通じて当社の経営状態を積極的に開示してまいりますが、経営成績等の期間比較

をするための情報には時間の経過が不可欠であり、現時点において今後当社が成長を継続していけるか否か

を予測する客観的な判断材料として過年度の経営成績のみでは不十分な可能性があります。

　② 組織体制に係るリスクについて

当社は、小規模組織であるため、その業務執行体制及び内部管理体制は組織規模に応じたものとなってお

ります。

当社は、事業規模の拡大を目指して、今後とも各部門の人員の確保と育成に力を注ぎ、業務執行体制及び

内部管理体制の整備・充実を図る方針であります。

しかしながら、人員確保が計画通り進捗しなかった場合、または当社の重要な人員が社外流出した場合に

は、企業競争力や事業推進力が低下し、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　③ 人材の確保と育成に係るリスクについて

当社では、事業規模の拡大を目指して、今後とも各部門の人員の確保と育成に力を注いでいく予定であり

ます。そのため、当社では、公平な人事評価制度や賃金制度を構築し運用するとともに、教育研修制度や福

利厚生制度の充実に努めております。

しかしながら、当社の採用基準を満たす優秀な人材の確保が計画通り進まなかった場合や、評価制度、教

育研修制度等が有効に機能しなかった場合には、当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　④ 特定の人物への依存に係るリスクについて

当社創業者である吉弘和正は、当社の大株主かつ代表取締役であり、当社の経営方針や事業戦略の立案・

決定における中枢として重要な役割を果たしております。同氏は、業界内での知名度も高く、総合的に当社

の経営に多大な影響力を有しております。

当社は平成25年に１名及び平成27年に３名の取締役をそれぞれ新たに選任し、取締役会や経営会議等にお

いて役員及び従業員への情報提供や権限委譲を進め、組織体制の強化を図りながら代表取締役に過度に依存

しない経営体制の整備を進めております。

しかしながら、何らかの理由により同氏が当社の業務を継続することが困難になった場合、当社の事業、

業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　⑤ 資金使途について

公募増資によって得た資金の使途としては、オフィス移転費用、既存のインターネットサイトの改修、新

規WEB・アプリ開発費用、当社の企業価値及び街コンの認知度向上を目的とした広告費用、WEBエンジニアや

新卒採用を中心とした新規採用費用に充当する計画であります。

しかしながら、変化する経営環境に柔軟に対応するため、計画通りの投資が実行されない可能性もありま

す。また、これらの投資を計画通りに実施した場合においても、投資に見合う業績を達成できない可能性が

あります。

　⑥ 各地方の営業展開に係るリスクについて

街コンイベントは人口が集中する首都圏及び大都市圏を中心に開催されておりましたが、イベントの参加

者ニーズの多様化によって、１開催あたりのイベントの規模はこれまでに比べ小型化しつつあります。参加

者の年齢や同じ趣味等の参加条件をきめ細かく設定したイベントの開催が主流となり、必ずしも大規模な集

客を必要とはしなくなっていることから、当社ではこれまで手薄であった地方都市での開催数を拡大させて

いく方針であります。そのため、今後、地方都市部における営業拠点を新設する必要性が高まるものと考え
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られます。

当社では、地域社会経済や20代・30代を中心とした人口の動向や街コン・婚活状況の把握等、総合的にマ

ーケット調査を実施し、拠点進出エリアを決定し営業戦略を立案してまいりますが、拠点開設が計画通りに

進捗しない場合や、想定通りの収益が上がらなかった場合、当社の事業、業績及び財政状態に影響を与える

可能性があります。

　⑦ 配当政策について

当社は、設立以来配当を実施した実績はありませんが、株主に対する利益還元を重要課題の一つとして位

置づけております。当社は現在、事業拡大過程にあり、持続的な成長をしていくために必要な財務体質の強

化及び事業拡大のための投資等が株主に対する利益還元につながるものと考えております。

今後においても、中長期的な成長に向け事業投資、それを支える事業基盤への投資を行いつつ、財務基盤

の拡充のため、内部留保に充実を図る方針です。

将来は、株主への利益還元と内部留保充実のバランスを考慮しながら、事業展開、業績や財政状態等を総

合的に勘案した上、配当を実施してまいりたいと考えておりますが、現時点において配当実施の可能性及び

その実施時期については未定であります。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は「人とアイデアで世界をつなぎ、幸せな社会を。」を経営理念に掲げ、イベントＥＣサイト「街コンジャ

パン」やグルメイベントＥＣサイト「街バルジャパン」の運営を通し、人と人、人と事業者といった出会いを創出

しております。今後も運営サイトの更なるプラットフォーム化を推進し、サービス利用者及び顧客の満足度向上に

努め、企業価値の最大化を目指していきます。

（２）目標とする経営指標

当社はサービス利用者と顧客の満足度を高めることが企業価値向上につながると考えているため、重視している

指標はイベント参加申込数とイベント掲載数です。また、継続的な事業拡大のため、売上高増加率、営業利益増加

率、経常利益増加率等の財務指標を成長性の指標としております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社が運営するイベントＥＣサイト「街コンジャパン」は該当領域において確固たる地位を確立しております

が、より一層の利便性の向上と幅広いテーマのイベントを掲載することでサービス利用者数の増加を目指す方針で

す。また、新規サービス及び新規事業の立ち上げにも積極的に取り組み、収益基盤を強化することで長期にわたっ

て持続的な成長を目指してまいります。

（４）会社の対処すべき課題

街コン等のイベントECサイトを運営する事業の環境は、情報ポータルサイトや街コン等のイベント事業を主催す

る企業数の増加により、競争が激化しております。また、イベントECサイトに加えて、恋学や婚活ジャパンのWEB

サイトにおいても、情報システムの活用が必須となっております。このような状況下、当社では、「街コンジャパ

ン」等のイベントECサイト機能の強化を図るとともに、情報システムの整備・強化に注力する組織体制を整える必

要があると考えております。

以上を踏まえ、当社としては、以下の具体的な課題に取組んでまいります。

(1) 人材の確保及び育成

当社事業の継続的な発展を実現するため、WEBエンジニア及びイベントプランナー等の人材採用及び既存社員

の能力及びスキルの向上等の人材育成に注力することが重要な課題であると考えております。当社は、ソーシ

ャルメディアの活用等、採用方法の多様化を図り、新卒採用の強化及び中途採用の人材の登用を進めるととも

に、計画的に社員に対して当社の経験とノウハウに基づく多様かつ有益な研修を実施できるよう教育体制の整

備を進め人材の定着と能力の向上に取組んでまいります。

(2) 企業競争力の強化

当社は、イベントECサイト「街コンジャパン」をいち早く開設し、街コンイベント業界のパイオニア、リー

ディング企業として認知されつつあります。また、街コンイベント参加者の多様化するニーズに対応した街コ

ンイベントの開催に努めております。今後、競合他社との差別化戦略の展開に注力する等、企業競争力の維

持・向上に積極的に取組んでまいります。

(3) 運用サイトの更なる認知度の向上

当社の事業規模拡大のためには、当社が運営する「街コンジャパン」等のイベントECサイトの更なる認知度

の向上が必要であると考えております。現在、国策の中でも婚活が取り上げられ、官民一体となった取り組み

により今後市場は拡大すると予想されております。当社が企業認知度の向上、商品・サービス力の強化を行う

ことで、当社の成長のみならず、婚活市場の拡大につながると考えております。今後、当社では「街コンジャ

パン」等のイベントECサイトの機能の一層の強化を図るとともに、イベント掲載情報の拡充や広告を行う等、

より多くの利用者が当社の運営サイトに集まる体制の整備を進め、運営サイトの認知度の向上に積極的に取組

んでまいります。

(4) 情報システムの整備・強化

当社が運営する「街コンジャパン」等のイベントECサイトは、インターネット上でサービスを展開している

ことから、サービス提供にかかるシステムの安定稼動及びセキュリティ管理が重要な課題であると考えており

ます。また、インターネット業界は、技術革新のスピードや顧客ニーズの変化が早く、それらに対応した新サ

ービスの提供や新機能の開発を行う必要があります。当社は、こうした市場環境の変化に対応したシステム開
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発や保守管理体制の構築を行い、システムの安定稼動及び高度なセキュリティ管理が維持されたサービス提供

に取組んでまいります。

(5) 内部管理体制の更なる強化

当社では、事業規模の拡大により従業員数が増加しております。このため、事業環境の変化に適応しつつ、

持続的な成長を目指していくためには、業務の効率化や内部管理体制の更なる整備・強化が重要な課題である

と考えております。当社では、バックオフィス業務の整備による業務の効率化や標準化を行い、組織的なマネ

ジメント活動を展開し、業務運営上のリスクを把握してリスク管理を適切に行いながら、経営の公正性・透明

性を確保するための内部管理体制を強化するとともに、業務の効率化や標準化に取組んでまいります。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

　 該当事項はありません。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、日本基準による非連結決算を実施しております。今後のIFRS（国際財務報告基準）導入に関する動向を注

視しつつ適切に対応する体制の整備に努めて参ります。
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年９月30日)

当事業年度
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 259,487 929,745

売掛金 2,898 10,013

前渡金 659 571

前払費用 6,464 8,856

繰延税金資産 8,885 9,288

未収入金 113,022 83,856

貸倒引当金 △1,159 △938

流動資産合計 390,259 1,041,393

固定資産

有形固定資産

建物 3,339 67,927

減価償却累計額 △911 △3,039

建物（純額） 2,428 64,888

工具、器具及び備品 1,496 14,070

減価償却累計額 △843 △1,740

工具、器具及び備品（純額） 652 12,329

有形固定資産合計 3,081 77,218

無形固定資産

商標権 776 675

ソフトウエア 11,035 9,784

ソフトウエア仮勘定 3,690 ―

無形固定資産合計 15,502 10,459

投資その他の資産

差入保証金 2,015 2,000

敷金 13,359 70,660

保険積立金 22,886 23,660

繰延税金資産 282 ―

投資その他の資産合計 38,543 96,320

固定資産合計 57,127 183,998

資産合計 447,387 1,225,392
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(単位：千円)

前事業年度
(平成26年９月30日)

当事業年度
(平成27年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,060 5,511

未払金 107,321 77,806

未払費用 17,293 50,381

未払法人税等 55,040 83,786

未払消費税等 35,803 28,802

前受金 14,020 36,612

預り金 53,032 42,959

賞与引当金 6,234 9,782

流動負債合計 293,807 335,642

固定負債

繰延税金負債 ― 5,516

資産除去債務 ― 22,193

固定負債合計 ― 27,709

負債合計 293,807 363,351

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 281,000

資本剰余金

資本準備金 ― 276,000

資本剰余金合計 ― 276,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 148,580 305,040

利益剰余金合計 148,580 305,040

株主資本合計 153,580 862,040

純資産合計 153,580 862,040

負債純資産合計 447,387 1,225,392

決算短信 （宝印刷）  2015年11月10日 12時29分 16ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社リンクバル(6046) 平成27年９月期 決算短信

－ 15 －

（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 1,175,285 1,722,031

売上原価 319,612 493,947

売上総利益 855,673 1,228,084

販売費及び一般管理費 684,578 963,240

営業利益 171,094 264,844

営業外収益

受取利息 63 143

保険解約返戻金 ― 25,857

その他 2 ―

営業外収益合計 66 26,001

営業外費用

株式交付費 ― 7,947

営業外費用合計 ― 7,947

経常利益 171,161 282,898

特別損失

本社移転費用 ― 4,574

固定資産除却損 ― 9,239

特別損失合計 ― 13,813

税引前当期純利益 171,161 269,084

法人税、住民税及び事業税 61,267 107,228

法人税等調整額 △5,246 5,395

法人税等合計 56,021 112,623

当期純利益 115,140 156,460

決算短信 （宝印刷）  2015年11月10日 12時29分 17ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社リンクバル(6046) 平成27年９月期 決算短信

－ 16 －

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

(単位：千円)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,000 ― ― 33,439 33,439 38,439 38,439

当期変動額

新株の発行 ― ― ― ― ― ― ―

当期純利益 ― ― ― 115,140 115,140 115,140 115,140

当期変動額合計 ― ― ― 115,140 115,140 115,140 115,140

当期末残高 5,000 ― ― 148,580 148,580 153,580 153,580

当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

(単位：千円)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 5,000 ― ― 148,580 148,580 153,580 153,580

当期変動額

新株の発行 276,000 276,000 276,000 ― ― 552,000 552,000

当期純利益 ― ― ― 156,460 156,460 156,460 156,460

当期変動額合計 276,000 276,000 276,000 156,460 156,460 708,460 708,460

当期末残高 281,000 276,000 276,000 305,040 305,040 862,040 862,040
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 171,161 269,084

減価償却費 2,562 7,828

貸倒引当金の増減額（△は減少） 497 △221

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,064 3,548

受取利息及び受取配当金 △63 △143

株式交付費 ― 7,947

本社移転費用 ― 4,574

固定資産除却損 ― 9,239

売上債権の増減額（△は増加） △2,898 △7,114

未収入金の増減額（△は増加） △46,742 29,166

仕入債務の増減額（△は減少） 2,541 450

未払金の増減額（△は減少） 64,960 △22,350

未払消費税等の増減額（△は減少） 35,803 △7,001

前受金の増減額（△は減少） △7,517 22,591

預り金の増減額（△は減少） 22,133 △10,072

その他 10,716 31,399

小計 255,217 338,927

利息及び配当金の受取額 63 143

法人税等の支払額 △24,217 △82,782

営業活動によるキャッシュ・フロー 231,063 256,288

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △395 △58,838

無形固定資産の取得による支出 △13,906 △8,055

敷金及び保証金の差入による支出 △1,340 △67,829

敷金及び保証金の回収による収入 144 5,412

保険積立金の積立による支出 △8,911 △773

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,408 △130,083

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 ― 544,052

財務活動によるキャッシュ・フロー ― 544,052

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 206,654 670,257

現金及び現金同等物の期首残高 52,833 259,487

現金及び現金同等物の期末残高 259,487 929,745
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

当社は、インターネットサイト運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

当社は、インターネットサイト運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(持分法損益等)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり純資産額 51.19円 265.24円

１株当たり当期純利益金額 38.38円 50.35円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成26年12月23日付で普通株式１株につき30,000株の割合で株式分割を行っております。前事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定し

ております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

当期純利益(千円) 115,140 156,460

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 115,140 156,460

普通株式の期中平均株式数(株) 3,000,000 3,107,534

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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